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◎   会のうごき

○   諸会議の経過

◇  全国都市税財政主管者研修会

５月 17 日、18 日の両日、シェーンバッハ・サボー利根（砂防会館別館）

において標記研修会を開催し、全国各都市から約 620 名の参加を得た。

本研修会は、昭和 37 年度から各都市の税財政主管者を対象に、都市税財政

をめぐる諸問題や今後の展望等について研修し、都市税財政の円滑な運営に

資することを目的として、毎年度開催している。

本年度は、総務省の嶋津事務次官、林大臣官房総括審議官、瀧野大臣官房

審議官、井上固定資産税課長、財務省の田中主計企画官の講演のほか、 プロ

デューサー・エッセイストの残間里江子氏から「新世紀、地域の真価が問わ

れる時」、東京財団会長・（社）ソフト化経済センター理事長の日下公人氏か

ら「これからの日本経済」と題して、特別講演があった。

（担当：財政部）

◇  団体定期保険等事務担当者全国連絡協議会

５月 24 日、全国都市会館において本年度標記会議を開催し、約 200 名が出

席した。

会議では、事務局あいさつの後、団体定期保険・任意共済保険事業委託幹

事会社の三井生命・米元自治団体グループマネージャーから、平成 12 年度団

体定期保険の決算および団体・任意共済両保険制度の現況について説明を聴

取した。

次いで、個人年金共済事業委託幹事会社の住友生命・岡崎公法人部長あい

さつの後、同部・佐藤渉外部長から個人年金制度の現況について説明を聴取

した。

（担当：共済保険部）

◎   各支部市長会総会等の経過

○   東北市長会総会

東北市長会は５月 15 日、仙台市において東北市長会役員会議及び第 138

回総会を開催した。

役員会では、総会の運営等について協議が行われた。
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続いて開催された総会では、平成 12 年度東北市長会会務、決算、予算及び

全国市長会の会務報告等を了承した後、特別決議として、「東北新幹線（盛

岡・新青森間）の早期開業及び開業後の並行在来線への支援について」、「首

都機能移転の推進について」、「輸入わかめに対する緊急輸入制限措置（一般

セーフガード）の早期発動に関する決議」を審議し、それぞれ原案どおり決

定した。

次いで、各県市長会から提出された 26 件の議案について３分科会に付託し

て審議を行った結果、一部修正も含めいずれも原案のとおり採択された。

なお、26 件の議案については、全国市長会提出議案の選択及び文案の整理

を会長に一任することとした。

また、全国市長会副会長に今野相馬市長を推薦することとした。

なお、次期開催地については、岩手県において開催することを決定した。

○   九州市長会総会

九州市長会は、５月 15 日から 17 日までの３日間、鹿児島県指宿市におい

て理事会及び第 88 回総会を開催した。

15 日の理事会では、総会の運営等について協議を行った。

翌 16 日の総会では、九州市長会及び全国市長会の会務報告、平成 12 年度

決算を承認し、平成 13 年度予算を決定した。

次いで、各県市長会提出の 21 議案について審議を行った結果、全議案を採

択し、全国市長会に提出する 10 議案については、正副会長及び議長へ一任す

るとともに、「有明海再生に向けての総合的対策の早期実施に関する決議」を

決定した。

また、役員改正を行い、全国市長会副会長に翁長那覇市長を推薦すること

を決定した。

なお、次期総会については、熊本県熊本市において開催することを決定し

た。

会議終了後、ほのべの地球家族代表・鹿児島県国際交流協会カウンセラー

東 文子氏から、「これでいいのだろうか 日本は」－アジア・アフリカの留学

生との 30 年－と題した講演が行われた。

翌 17 日には、行政視察が行われ全日程を終了した。
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○   四国市長会議

四国市長会は５月 16 日、香川県観音寺市において第 110 回四国市長会議を

開催した。

全国市長会会務報告の後、議案審議に入り、各県市長会から提出された 36

件の議案について審議した結果、35 件の議案を原案どおり採択した。

また、採択された 35 件の各県市長会提出議案については、これを９件にと

りまとめ全国市長会に提出することとした。

次いで、役員改選を行い、四国市長会会長に中村松山市長を選出するとと

もに、全国市長会副会長に小池徳島市長を推薦することとした。

なお、次期開催市を高知県南国市に決定した。

○   近畿市長会総会

近畿市長会は、５月 16・17 日の両日、兵庫県神戸市において第 95 回総会

及び役員会を開催した。

16 日の役員会は、総会の日程及び議事運営等についての協議が行われた。

    17 日の総会は、報告事項を了承した後、各府県市長会提出の６議案につい

て審議の結果、全議案を採択するとともに、全国市長会に提出することとし

た。

次いで、役員改選を行い、近畿市長会会長に徳田宮津市長を選任するとと

もに、全国市長会副会長に原岸和田市長を推薦することとした。

なお、次期総会は、大阪府において開催することに決定した。

○   北信越市長会総会

北信越市長会は、５月 17・18 日の両日、長野県松本市において第 138 回総

会を開催した。

第１日は、総会に先立ち役員会を開催し、引き続き開催した総会において

報告事項を了承した後、各県市長会提出の 24 議案について３分科会にそれ

ぞれ付託して審議を行った。

第２日は、各分科会の審議経過並びに結果について委員長からの報告があ

り、全議案を採択するとともに、これを 10 議案に集約のうえ、全国市長会

に提出することとした。

次いで、役員会の経過について報告を行い、これを了承するとともに、「地



5/13

全国市長会会報第 616 号 平成 13 年６月１日

方分権の 確立に向けた 税財源の委 譲を求める 決議案」、「道路特 定財源 の堅

持を求め る決議案」、「容器 包装リ サイ クル法 施行に 伴う費 用負 担の軽 減に

関する決議案」、「農業の持続的発展に関する決議案」及び「北陸新幹線の建

設促進に関する決議案」を原案どおりそれぞれ決定した。

また、役員改選及び推薦を行い、北信越市長会会長に有賀松本市長、全国

市長会副会長に正橋富山市長などの選任を行うとともに、全国市長会廃棄物

処理対策特別委員会委員に綿貫中野市長を、全国市長会介護保険対策特別委

員会委員 に永 井須坂市 長並 びに大 家小 矢部市 長をそ れぞれ 推薦 するこ とと

した。

なお、次期総会は、10 月 18・ 19 日の両日、富山県小矢部市において開催

することとした。

○  全国市長会中国支部総会

全国市長会中国支部は、５月 17・18 日の両日、広島市において春季役員会

及び第 52 回総会を開催した。

総会に先立ち役員会を開催し、総会の議事運営等について協議を行った。

総会では、中国支部並びに全国市長会の会務報告、及び平成 12 年度決算を承

認の後、平成 13 年度予算を決定した。

次いで、各県市長会提出議案を審議した結果、全議案を採択し、これを 10

件に集約のうえ、全国市長会に提出することとした。さらに、全国市長会に

「教育行政特別委員会の設置について」の緊急要望を行うこととした。

　また、役員の改選を行い、支部長には牛尾美祢市長を選任するとともに、

全国市長会副会長に西尾鳥取市長を推薦することとした。

なお、次期秋季役員会の開催地は、下関市に決定した。

翌 18 日は、広島市留学生会館など広島市内の行政視察が行われた。

○　東海市長会総会

東海市長会は、５月 17・18 日の両日、静岡県熱海市において役員会及び第

92 回通常総会を開催した。

17 日の役員会では、総会の議事運営等について協議を行った。

翌 18 日の通常総会では、会務報告及び平成 12 年度歳入歳出決算の認定、

平成 13 年度歳入歳出予算を決定した後、各県市長会提出議案を審議した結果、
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全国市長会に 10 議案を提出することとした。

また、道路特定財源の堅持と使途の明確化を求める緊急動議があり、協議

の結果、決議を行うこととした。

次いで、役員改選について協議を行い、東海市長会会長に井上四日市市長

を選任するとともに、同市長を全国市長会副会長に推薦すること等を決定し

た。

なお、次期総会については、岐阜県高山市において開催することを決定し

た。

○   北海道市長会総会

北海道市長会は５月18日、北海道滝川市において平成13年度春季北海道市

長会定期総会及び全国市長会北海道支部総会を開催した。

総会に先立ち開催された理事会では、総会の日程及び議事案件等について

協議を行なった。

続いて、開催された総会では、全国市長会及び北海道市長会の会務報告を

了承した後、平成 13 年度事業計画及び予算を決定した。

次いで、「地方分権の推進と地方税財政の充実強化に関する決議」を決定す

るとともに、国及び関係機関並びに北海道に対する平成 13 年度春季要望事項

の取扱いを決定した。

また、第 71 回全国市長会議に提出する 10 議案を決定するとともに、全国

市長会の副会長候補として菅原旭川市長を推薦することとした。

なお、秋季総会は、10 月 12 日、北海道富良野市において開催することと

した。

○   全国市長会関東支部総会

全国市長会関東支部は、５月23・24日の両日、塩山市・甲府市において第9

0回全国市長会関東支部役員会及び総会を開催した。

５月 23・ 24 日の両日、塩山市・甲府市において第 90 回全国市長会関東支

部役員会及び総会がそれぞれ開催された。

総会では諸報告等ののち、各都県市長会提出の 39 件の要望議案を３つの委

員会において審議し、全議案を採択するとともに、10 件にとりまとめのうえ、

全国市長会に提出することとした。また、「地方分権の推進と税財源の確保に
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関する決議」を決定した。

役員改選については、新たな支部長に三枝塩山市長を選出するとともに、

全国市長会会長候補に高秀横浜市長を、同副会長候補に青木立川市長を推薦

することを全会一致で決定した。

次期支部総会開催地については、高崎市と決定した。

なお、役員会では総会の運営等について協議を行った。

◎     地方六団体のうごき

○   地方分権推進体制の維持に関し緊急要望

    本会をはじめ地方六団体で組織する地方自治確立対策協議会は、５月 16

日、地方分権推進法が本年７月で効力を失うことから、その後の体制維持を

求めた緊急要望を下記のとおり決定し、小泉内閣総理大臣をはじめ、片山総

務大臣、福田内閣官房長官、自民党三役等に対して、面談要望を行った。

    本会からは、副会長の皆川鎌ヶ谷市長が出席した。

記

地 方 分 権 推 進 体 制 の 維 持 に 関 す る 緊 急 要 望

い わ ゆ る 地 方 分 権 一 括 法 が 施 行 さ れ 、 我 が 国 の 地 方 分 権 が 新 た な 実 行

段 階 に 入 っ て か ら １ 年 が 経 過 し た と こ ろ で あ る 。 こ れ ま で 地 方 分 権 の 進

展 に 関 し て 地 方 分 権 推 進 委 員 会 が 果 た し て き た 役 割 は 誠 に 大 き な も の が

あ る が 、 本 年 ７ 月 の 地 方 分 権 推 進 法 の 失 効 に よ り 、 同 委 員 会 は そ の 存 立

の 根 拠 を 失 う こ と と な っ て い る 。

し か し な が ら 、 こ の 度 の 地 方 分 権 改 革 は 、 国 及 び 地 方 の 行 財 政 全 般 に

わ た る 大 改 革 で あ り 、 よ う や く そ の 第 一 歩 が 踏 み 出 さ れ た 段 階 で あ る に

す ぎ ず 、 新 し い 制 度 の 枠 組 み が 、 今 後 す べ て の 行 政 分 野 に お い て 具 体 的

に ど の よ う に 生 か さ れ て い く か が 、こ れ か ら の 重 要 な 課 題 と な っ て い る 。

ま た 、 地 方 分 権 は 、 ２ １ 世 紀 を 迎 え た 今 、 世 界 の 潮 流 と な っ て い る が 、

我 が 国 に お い て 、 個 性 豊 か で 活 力 に 満 ち た 分 権 型 社 会 を 構 築 す る た め に

は 、 国 と 地 方 と の 役 割 分 担 を 見 直 し 、 国 か ら 地 方 へ の さ ら な る 権 限 移 譲

や さ ま ざ ま な 形 で の 関 与 の 廃 止 ・ 縮 減 、 そ し て 地 方 の 役 割 に 見 合 っ た 税

財 源 の 充 実 確 保 を 図 っ て い く こ と が 是 非 と も 必 要 で あ る 。 特 に 税 財 源 の
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問 題 は 、 先 の 制 度 改 革 に お い て も な お 残 さ れ た 課 題 と さ れ た と こ ろ で あ

り 、 地 方 税 等 の 地 方 自 主 財 源 を 充 実 す る 方 途 を 具 体 化 す る と と も に 、 現

下 の 危 機 的 な 財 政 状 況 の も と で そ の 方 途 を 実 現 さ せ る 手 順 を 早 急 に 明 ら

か に し て い く 必 要 が あ る 。

し た が っ て 、 地 方 分 権 一 括 法 に よ る 制 度 の 適 正 な 運 用 の 定 着 の た め の

監 視 を 行 い つ つ 、 こ れ ら の 重 要 課 題 の 解 決 を 図 り 、 地 方 分 権 の 一 層 の 推

進 を 実 現 し て い く た め に は 、 幅 広 い 有 識 者 か ら 構 成 さ れ 、 政 府 の 他 の 機

関 か ら 独 立 し 、 調 査 審 議 は も と よ り 、 政 府 に 対 す る 勧 告 等 を 行 う 機 能 を

有 す る 公 の 機 関 が 依 然 と し て 必 要 で あ る 。 国 に お い て は 、 本 年 ７ 月 以 降

も 引 き 続 き 、こ の よ う な 地 方 分 権 推 進 体 制 を 維 持 す る よ う 強 く 要 望 す る 。

平 成 １ ３ 年 ５ 月 １ ６ 日

地方自治確立対策協議会

全 国 知 事 会           　

　 全 国 都 道 府 県 議 会 議 長 会　

全 国 市 長 会           　

全 国 市 議 会 議 長 会           　

全 国 町 村 会           　

全 国 町 村 議 会 議 長 会           　

○   公務員制度改革について要望

本会をはじめ地方六団体は、５月 16 日、去る３月に政府の行政改革推進本

部(本部長：内閣総理大臣)が取りまとめた「公務員制度改革の大枠」につい

て、下記のとおり『「公務員制度改革の大枠」に関する意見』を決定し、片山

総務大臣、石原行政改革担当大臣等に対して、面談要望を行った。

本会からは、副会長の皆川鎌ヶ谷市長が出席した。

記

「公務員制度改革の大枠」に関する意見

　地方自治の適正かつ効率的な運営を確保するに当たって、地方公務員の身分
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取扱い、給与、服務等の基本を定める地方公務員制度は最も重要な制度のひと

つである。

  先般発表された「公務員制度改革の大枠」では、地方公務員制度について、「地

方自治の本旨に照らしつつ、国家公務員制度の抜本的な見直しに準じた見直し

が必要となる」としているところである。

  しかしながら、今回の「大枠」においては、地方公務員制度が準ずることと

される国家公務員制度の見直しがどのようになるのか明らかでない。例えば今

回の改革構想の中で重要な部分を占めている給与制度の見直しでは、現在の職

務給原則に基づく制度を廃止し、能力、職責、業績に基づく部分からなる給与

へと改めることとしているが、この「能力」や「職責」、「業績」が具体的にど

のような内容であり、どのようにして評価するのかは明らかでない。また、地

方公務員の給与制度については、現在、国家公務員等との間のいわゆる「均衡

原則」等が定められているが、国家公務員の給与制度について今回のような見

直しを行う場合、地方公務員の給与に関するこれらの原則をどうするかも大き

な問題になると考えられる。

 そこで、地方公務員制度が準ずることとされているこのような国家公務員制

度の見直しの具体的な内容について明らかにされたい。

 また、国家公務員制度の見直しに準じて地方公務員制度について見直しを行

う場合、国と異なる事情が種々あることから、見直しの過程においては、地方

公共団体の意見を随時聴取し、その実情を十分に踏まえた上、具体的な内容を

検討されたい。

  今回の「大枠」において、「検討を進める中で労働基本権の制約の在り方と

の関係も十分検討する」とされているが、労働基本権の扱いは極めて重要な問

題である。いうまでもなく、公務員の労働基本権については、全体の奉仕者と

しての公務員の性格、職務の公共性から国民全体の共同利益を保障する見地の

もとに一定の制約が課されているものであり、特に地方公共団体の場合、警察、

消防、教育、福祉など地域住民の日常生活に密接に関わる業務が多く、その停

廃は地域に大きな混乱をもたらすこととなる。

従って、労働基本権の問題については、まず、制度が設けられたこのような

基本的な趣旨や実態を踏まえてそのあり方を論ずる必要がある。

各地方公共団体においては、現行制度の下での長い歴史の積み重ねの中で適

正な労使関係の維持に努めつつ、行政改革の実行などを進め、住民から信頼さ
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れる自治運営に努力しているところであり、この時期の労働基本権論議は、こ

のような地方自治の運営に大きな影響を与えることが懸念される。

労働基本権の問題については、地方公共団体の意見や実情を踏まえ、慎重の

上にも慎重を期されるよう強く要請する。

先に提出した「公務員制度改革の検討に関する意見」において要請したよう

に、地方公務員制度については、国と異なる固有の事情があるので、今後の制

度設計に向けての検討に当たっては、全般にわたり、直接の当事者ともいうべ

き地方公共団体の意見を十分聴取されるよう、重ねて強く要請する。

平成１３年５月１６日

                                       全 国 知 事 会            

                                       全 国 都 道 府 県 議 会 議 長 会            

                                       全 国 市 長 会            

                                       全 国 市 議 会 議 会 議 長 会            

                                       全 国 町 村 会            

                                       全 国 町 村 議 会 議 長 会            

◎　医療改革フォーラム

平成 14 年度の医療保険制度の抜本改革に向け、関係者がそれぞれ提案して

いる改革案について議論を行い、医療改革に対する国民の理解と関心を高め

ることを目的とした「医療改革フォーラム」（第１回）が、５月 17 日、神戸

市産業振興センターにおいて開催された。

フォーラムでは、まず、医事評論家の水野肇氏から「二十一世紀の医療保

障」について、また、慶応義塾大学大学院教授の田中滋氏から「医療政策の

展望と選択」について、それぞれ基調講演を行った。

続いて、パネルディスカッションを行い、国保関係者を代表して喜多守口

市長がパネリストとして出席し、国民健康保険をめぐる厳しい現状を訴える

とともに、医療保険の抜本改革を行い、医療保険制度の一本化を実現するよ

う主張した。

（担当：社会文教部）
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◎　社会保障審議会（第２回）

５月 18 日、厚生労働省において社会保障審議会（会長・貝塚啓明 中央大

学法学部教授）が開催された。

会議では、事務局から社会保障をめぐる動きについて説明を行った後、部

会の設置について審議し、原案のとおり了承された。

なお、本会からは赤崎会長が委員として参画している。

（担当：社会文教部）

◎  市長の選挙

（選挙日） （市  名） （市 長  名） （当 選  回  数）

の    ぎ   　  み の る

５月 13 日 埼玉県 和光市 野  木     　実 新任（5 月 26 日就任）

よ し た に   む ね   お

５月 13 日 栃木県 足利市 吉  谷   宗   夫 新任（5 月 13 日就任）

よしおか      ひろこうじ

５月 13 日 広島県 三次市    岡   広小路 新任（5 月 13 日就任）

５月 13 日 香川県 坂出市 松  浦   稔   明 四  選

５月 20 日 福井県 武生市 三  木   勅   男 再  選

５月 20 日 埼玉県 川口市 岡  村   幸四郎 再  選

５月 20 日 埼玉県 幸手市 増  田       実 三   選

こ   ぐ れ   じ   い ち

５月 20 日 群馬県 渋川市 木  暮   治   一 新任（5 月 31 日就任）

５月 20 日 和歌山県 橋本市 北  村        三  選

にし むら  しんいちろう

５月 20 日 高知県 土佐清水市 西  村   伸一郎 新 任 （ 6 月 8 日 就 任 ）

５月 27 日 青森県 五所川原市 成  田       守 再   選

あ い か わ   そ う い ち

５月 27 日 埼玉県 さいたま市 相  川   宗   一 新 任 （ 5 月 27 日 就 任 ）

いけ   だ     こう   いち

５月 27 日 三重県 久居市 池  田   幸   一 新 任（5 月 20 日無投票）

                  （5 月 27 日             就    任）

（担当：総務部）

◎   市長の退任

（退任日） （市   名） （市  長  名）

４月 30 日 埼玉県   浦和市 相   川   宗   一
４月 30 日 埼玉県   大宮市 新   藤   享   弘
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４月 30 日 埼玉県   与野市 井   原       勇
５月  １日 三重県   久居市 藤   岡   和   美
５月 15 日 愛知県   半田市 酒   井   義   弘
５月 15 日 大阪府   松原市 土   橋   忠   昭
５月 16 日 愛知県   東海市 久   野       弘
５月 25 日 埼玉県   和光市 田   中       茂
５月 30 日 群馬県   渋川市 登   坂       秀

（担当：総務部）

◎   速報の発行

   ５月 29 日 （第７号） 地方税 の 一部 を改 正す る 法律 案 関 係 資 料等 の 送 付

について

（担当：総務部）

◎   行事予定

 月   日  時  間        会    議    名   所   管     場        所

6 月 5 日 10： 00 介 護 保 険 対 策 特 別 委 員 会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室

13： 00 国 民 健 康 保 険 対 策 特 別 委 員 会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室

15： 00 産 炭 地 都 市 振 興 協 議 会 総 会 財   政   部 日 本 都 市 セ ン タ ー 会 館

７ ０ １

15： 00 廃 棄 物 処 理 対 策 特 別 委 員 会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室

15： 30 下 水 道 事 業 委 託 自 治 体 連 盟 役 員 会 経   済   部 全 国 都 市 会 館

第 4 会 議 室

16： 00 下 水 道 事 業 委 託 自 治 体 連 盟 総 会 経   済   部 全 国 都 市 会 館

第 １ 会 議 室

6 月 6 日  9： 30 温 泉 所 在 都 市 協 議 会 役 員 会 財   政   部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室

10： 00 温 泉 所 在 都 市 協 議 会 総 会 財   政   部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室

10： 00 同 和 対 策 特 別 委 員 会 社 会 文 教 部 日 本 都 市 セ ン タ ー 会 館

６ ０ １

10： 00 正 副 会 長 会 議 企 画 調 整 室 全 国 都 市 会 館

正 副 会 長 室
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6 月 6 日 11： 00 理 事 ・ 評 議 員 合 同 会 議 企 画 調 整 室 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

合 同 会 議

  終 了 後
財 団 法 人 全 国 市 長 会 館

理 事 会 、 評 議 員 会

管   理   部 全 国 都 市 会 館

第 3 ・ 4 会 議 室

13： 30 第 1 委 員 会 行   政   部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室

13： 30 第 2 委 員 会 財   政   部 日 本 都 市 セ ン タ ー 会 館

オ リ オ ン

13： 30 第 3 委 員 会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

13： 30 第 4 委 員 会 経   済   部 日 本 都 市 セ ン タ ー 会 館

コ ス モ ス ホ ー ル Ⅱ

委 員 会

終 了 後

総 会 運 営 委 員 会 企 画 調 整 室 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室

15： 30 新 産 都 市 協 議 会 ・ 工 業 整 備 特 別

地 域 都 市 協 議 会 合 同 総 会

行   政   部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室

15： 30 地 域 経 済 自 治 体 協 議 会 役 員 会 経   済   部 都 道 府 県 会 館

４ ０ ８

16： 00 地 域 経 済 自 治 体 協 議 会 総 会 経   済   部 都 道 府 県 会 館

４ ０ １

6 月 7 日 10： 00 第 71 回 全 国 市 長 会 議 企 画 調 整 室 日 本 都 市 セ ン タ ー 会 館

コ ス モ ス ホ ー ル

13： 00 第 71 回 全 国 市 長 会 議

（ 議 事 再 開 ）

企 画 調 整 室 日 本 都 市 セ ン タ ー 会 館

コ ス モ ス ホ ー ル

総   会

終 了 後

新 正 副 会 長 会 議 企 画 調 整 室 日 本 都 市 セ ン タ ー 会 館

松

14： 30 広 域 行 政 圏 整 備 推 進 協 議 会 役 員 会 行   政   部 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

15： 00 広 域 行 政 圏 整 備 推 進 協 議 会 総 会 行   政   部 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

6 月 8 日 14： 00 全 国 民 間 空 港 関 係 市 町 村 協 議 会

事 務 担 当 者 会 議

財   政   部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室

6 月 18 日 13： 00 米 国 ・ カ ナ ダ 都 市 行 政 調 査 団

事 前 打 合 会

調 査 広 報 部 全 国 都 市 会 館

第 4 会 議 室

6 月 28 日 12： 00 全 国 基 地 関 係 協 議 会 幹 事 会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室

（担当：企画調整室）

※ 「会報」の情報は全国市長会のホームページ（メンバーズページ）でもご覧いただけます。


